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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期
累計期間

第６期

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2020年７月１日
至 2021年６月30日

事業収益 (千円) 30,838 115,489

経常損失（△） (千円) △128,996 △271,080

四半期（当期）純損失（△） (千円) △129,828 △277,554

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 100,000 100,000

発行済株式総数
　普通株式
　Ａ種優先株式
　Ａ－２種優先株式
　Ｂ種優先株式
　Ｃ種優先株式

(株)
(株)
(株)
(株)
(株)

18,938
―
―
―
―

10,250
2,500
250

3,438
2,500

純資産額 (千円) 1,447,822 1,577,650

総資産額 (千円) 1,508,372 1,674,850

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △9.79 △21.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 96.0 94.2

(注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2021年９月９日開催の臨時取締役会決議に基づき、2021年10月１日付で普通株式１株につき700株

の割合で分割を行っておりますが、第６期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期

（当期）純損失を算出しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載して

おりません。

５．当社は配当を行っていないため、１株当たり配当額について記載しておりません。

６．当社は、第６期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第６期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

７．当社は、2021年９月９日開催の臨時取締役会の決議に基づき、2021年９月27日付ですべてのＡ種優先株式、

Ａ－２種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式を自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先株

式、Ａ－２種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株を交付しており

ます。また、当社が取得したＡ種優先株式、Ａ－２種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式のすべてに

ついて、同取締役会決議に基づき2021年９月27日付で消却しております。

８．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標については、当該会計基準等を適用した後

の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文章中の将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。また、

当社は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較

分析は行っておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第１四半期累計期間のわが国経済は、新型コロナウィルス感染症の影響により断続的に緊急事態宣言が発出

されるなど、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

　そのような状況の中、当社は、当第１四半期累計期間において不眠症治療用アプリの検証的試験を予定通り進

めております。

　また、不眠症治療用アプリ以外のパイプラインについては、アドバンスケア・プランニングを支援するアプリ

のPoC取得に向けた探索的試験を開始いたしました。乳がん患者向けの運動療法アプリに関しては検証的試験の、

慢性腎臓病患者向けの腎臓リハビリアプリに関しては、PoC取得に向けた探索的試験の準備をそれぞれ行っており

ます。

　さらに、新たなシーズ探索のために、国立大学法人浜松医科大学と共同研究契約を締結いたしました。

　なお、現時点において、新型コロナウィルス感染症による当社業績への影響は軽微であります。

　これらの結果、当第１四半期累計期間における業績は、事業収益30,838千円、営業損失128,024千円、経常損失

128,996千円、四半期純損失129,828千円となりました。

　報告セグメント別の実績は、以下のとおりです。

（DTxプロダクト事業）

　当セグメントは、治療用アプリ開発で構成されております。治療用アプリ開発では、不眠症治療用アプリの検

証的試験を順調に進めております。また、アドバンス・ケア・プランニングを支援するアプリのPoC取得に向けた

探索的試験を開始するとともに、乳がん患者向けの運動療法アプリ、慢性腎臓病患者向けの腎臓リハビリアプリ

それぞれに関して臨床試験の準備を行っております。また複数の医療機関と共同研究を行い、次のパイプライン

の獲得を目指しております。医療機器承認を取得し、販売段階にあるプロダクトはまだございません。

　この結果、本報告セグメントの当第１四半期累計期間の事業収益はなく、セグメント損失は76,784千円となり

ました。

（DTxプラットフォーム事業）

　当セグメントは、汎用臨床試験システム及び機械学習自動分析システムの提供、並びにこれらシステムを活用

したDTx開発の支援で構成されております。汎用臨床試験システムの提供に関しては、ブロックチェーン機能の実

装など、まだ開発項目も多く、収益への貢献は限定的になっております。機械学習自動分析システムの提供に関

しては、継続利用企業の増加によって収益が安定するとともに、関連する業務委託の追加によって契約金額が増

加した案件もあり、収益が大きく向上しました。DTx開発の支援に関する活動は、前期からの継続利用に支えら

れ、収益は安定的に推移しております。

この結果、本報告セグメントの当第１四半期累計期間の事業収益は30,838千円、セグメント利益は13,979千円

となりました。
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②財政状態の状況

(資産)

当第１四半期会計期間末における流動資産合計は、1,501,232千円となり、前事業年度末に比べ173,615千円減

少いたしました。これは主に売掛金及び契約資産が8,170千円増加した一方、事業拡大により、現金及び預金が

175,853千円、主に治験の前払分について治験が進捗したことで、前払費用が4,579千円それぞれ減少したことに

よるものであります。

当第１四半期会計期間末における固定資産合計は、7,139千円となり、前事業年度末に比べ7,136千円増加いた

しました。これは主に投資その他の資産のその他が7,136千円増加したことによるものであります。

(負債)

当第１四半期会計期間末の流動負債合計は、59,659千円となり、前事業年度末に比べ36,649千円減少いたしま

した。これは主に前事業年度と比べ、治験関係の請求減少等により、未払金が36,009千円減少し、また、契約負

債（前事業年度末は前受収益）の収益化が進んだことにより、契約負債（前事業年度末は前受収益）が3,080千円

それぞれ減少したことによるものであります。

当第１四半期会計期間末の固定負債合計は、890千円となり、前事業年度と変わりはありません。

(純資産)

当第１四半期会計期間末の純資産合計は1,447,822千円となり、前事業年度末に比べ129,828千円減少いたしま

した。これは、四半期純損失の計上に伴う利益剰余金の減少129,828千円によるものであります。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において発生した当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における当社の研究開発費の総額は、87,005千円であります。なお、当第１四半期累計

期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

(注) １ 2021年９月30日開催の定時株主総会決議により定款変更を行い、2021年10月１日付で普通株式における発行

可能株式総数が40,000株から53,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数（株）

(2021年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,938 13,256,600 非上場
単元株式数 100株
　(注)２

計 18,938 13,256,600 ―

(注) １．2021年９月９日開催の臨時取締役会決議により、2021年10月１日付で普通株式１株につき700株の割合で株

式分割を行っております。

２．2021年９月30日開催の定時株主総会決議により、2021年10月１日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

2021年９月27日
(注)１

普通株式
8,688

Ａ種優先株式
△2,500

Ａ－２種優先株式
△250

Ｂ種優先株式
△3,438

Ｃ種株式
△2,500

普通株式
18,938

― 100,000 ― 1,756,025

(注) １．2021年９月９日開催の臨時取締役会決議により、2021年９月27日付でＡ種優先株式2,500株、Ａ－２種優先

株式250株、Ｂ種優先株式3,438株及びＣ種優先株式2,500株を自己株式として取得し、その対価として普通

株式をそれぞれ2,500株、250株、3,438株、2,500株交付しております。また、同取締役会決議に基づき、自

己株式として取得した当該Ａ種優先株式、Ａ－２種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の全てを2021

年９月27日付で消却しております。

２．2021年９月９日開催の臨時取締役会決議により、2021年10月１日付で普通株式１株につき700株の割合で株

式分割を行っております。これにより、発行済株式総数は13,237,662株増加し、13,256,600株となっており

ます。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,938
18,938

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。なお、
単元株制度は採用していないため、単
元株式数はありません。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 18,938 ― ―

総株主の議決権 ― 18,938 ―

(注) １．2021年９月９日開催の臨時取締役会決議により、2021年10月１日付で普通株式１株について700株の株式分

割を行っております。これにより、発行済株式総数は13,237,662株増加し13,256,600株となっております。

２．2021年９月30日開催の定時株主総会決議により、2021年10月1日付で１単元を100株とする単元株制度を採用

しております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2021年７月１日から2021年９月30日まで)及び第１四半期累計期間(2021

年７月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン２４の４の７―６」の規定に準じて前年

同四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年６月30日)

当第１四半期会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,626,645 1,450,791

売掛金 5,627 ―

　 売掛金及び契約資産 ― 13,797

前払費用 26,667 22,088

仕掛品 452 649

　 未収還付法人税等 2,110 2,823

　 未収消費税等 9,511 7,238

　 その他 3,833 3,843

流動資産合計 1,674,847 1,501,232

固定資産

有形固定資産 0 0

投資その他の資産 2 7,139

固定資産合計 2 7,139

資産合計 1,674,850 1,508,372

負債の部

　流動負債

　 未払金 81,427 45,417

　 未払費用 785 609

　 預り金 4,067 4,982

前受収益 6,380 ―

　 契約負債 ― 3,300

　 資産除去債務 3,650 2,900

　 その他 ― 2,450

　 流動負債合計 96,309 59,659

　固定負債

　 繰延税金負債 890 890

　 固定負債合計 890 890

　負債合計 97,199 60,550

純資産の部

　株主資本

　 資本金 100,000 100,000

　 資本剰余金 1,756,025 1,756,025

　 利益剰余金 △278,375 △408,203

　 株主資本合計 1,577,650 1,447,822

　純資産合計 1,577,650 1,447,822

負債純資産合計 1,674,850 1,508,372
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年９月30日)

事業収益 30,838

事業費用

事業原価 3,345

　 研究開発費 87,005

　 販売費及び一般管理費 68,511

　 事業費用合計 158,863

営業損失（△） △128,024

営業外収益

受取利息 1

資産除去債務戻入益 750

　 国際出願促進交付金 243

　 その他 43

営業外収益合計 1,038

営業外費用

上場関連費用 2,000

　 その他 10

営業外費用合計 2,010

経常損失（△） △128,996

　特別損失

　 減損損失 594

　 固定資産除却損 0

　 特別損失合計 594

税引前四半期純損失（△） △129,591

法人税、住民税及び事業税 237

四半期純損失（△） △129,828
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる主

な変更点として、受託契約について、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進

行基準によっておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、

財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変

更しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（イン

プット法）で算出しております。ただし、工期がごく短い受託契約については、代替的な取り扱いを適用し、

一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

また、サービス導入時に発生する「セットアップ費用」において、従来、検収時に一時点で収益を認識して

おりましたが、当該サービスの契約期間に応じて収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準84項但し書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当第１四半期

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って

ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に

与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売

掛金」及び「流動負債」に表示していた「前受収益」は、当第１四半期会計期間より、「売掛金及び契約資

産」及び「契約負債」にそれぞれ含めて表示することとしました。なお、収益認識会計基準第89―２項に定め

る経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

(追加情報)

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって四半期貸

借対照表価額とする金融商品を保有しておらず、四半期財務諸表に与える影響はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年９月30日)

減価償却費 29千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの事業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期損益計
算書計上額
（注２）DTxプロダクト

事業
DTxプラット
フォーム事業

事業収益

外部顧客への事業収益 － 30,838 30,838 － 30,838

セグメント間の内部事業収
益又は振替高

－ － － － －

計 － 30,838 30,838 － 30,838

セグメント利益又は損失(△) △76,784 13,979 △62,805 △65,219 △128,024

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。この変更による第１四半期累計期間のセグメント情報への影響は軽微です。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

当社は営業キャッシュ・フローが継続してマイナスとなり、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価

格を下回ることが見込まれるため、セグメントに配分していない全社資産について、帳簿価格を回収可能価格

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期会計期間においては594千円であります。
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(収益認識関係)

当社の事業収益は、顧客との契約から生じる収益であり、当社の報告セグメントを収益の認識時期に分解した

場合の内訳は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間(自 2021年７月１日 至 2021年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計
DTxプロダクト

事業
DTxプラットフォーム

事業

財又はサービスの移転の時期

一時点で移転する財又はサービス ― 21,615 21,615

一定の期間にわたり移転される財又
はサービス

― 9,222 9,222

顧客との契約から生じる収益 ― 30,838 30,838
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2021年７月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △9円79銭

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △129,828

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △129,828

普通株式の期中平均株式数(株) 13,256,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため及び１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２．2021年９月９日開催の臨時取締役会決議により、2021年10月１日付で普通株式１株につき700株の割合で株

式分割を行っております。これにより当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四

半期純損失を算出しております。

　



― 15 ―

(重要な後発事象)

１．株式分割

　当社は、2021年９月９日開催の臨時取締役会の決議に基づき、次のように株式分割を行っております。

(1) 株式分割の目的

投資単位の金額を引き下げ、当社株式の流動性向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としております。

(2) 分割の方法

2021年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株を

700株に分割しております。

(3) 分割の日程

基準日 2021年９月30日

効力発生日 2021年10月 1日

(4) 分割により増加する株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 18,938株

今回の分割により増加する株式数 13,237,662株

株式分割後の発行済株式総数 13,256,600株

(5) １株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合の当第１四半期累計期間における１株当たり情報は、以下の

とおりです。

1株当たり四半期純損失（△） △9円79銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２．単元株制度の採用

当社は、2021年９月30日開催の定時株主総会決議に基づき、2021年10月１日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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